
ＦＡ－１８戦闘攻撃機からの部品落下事故に対する意見書 

 

 去る、２月１２日午後、米軍嘉手納基地で訓練中の米海兵隊岩国基地配備のＦＡ－１８戦闘攻撃

機が、機首の右側にある給油口を覆うカバーを落下させる事故が発生した。  

米軍は、カバーの落下場所は不明だが、飛行経路は主に海上及び米軍の管理する飛行場としてい

るが、一歩間違えれば、嘉手納基地周辺住民の人命に関わる重大な事故になりかねない。 

また、米軍からの通報は事故発生の翌日で、日米合意では、米軍による事件・事故の発生時には、

正確、かつ迅速な情報提供をするとある。沖縄県のみならず、関係自治体や関係機関は、情報提供

を繰り返し求めてきたにもかかわらず、通報の遅延や情報提供がなされない状況は、人的被害がな

ければ問題ないとの米軍の安全への認識欠如であり、到底容認できるものではない。 

昨年、８月２７日には普天間基地所属のＣＨ－５３Ｅヘリコプターの窓を落下させる事故発生、

１０月１８日にはＭＣ－１３０Ｊ特殊作戦機からの部品落下事故が繰り返し発生しており、米軍の

安全管理体制や再発防止策を受けてのチェック機能に強い疑念と憤りを禁じ得ない。 

そのような中、報道によると２月２５日には普天間基地所属のＣＨ－５３Ｅヘリコプターが吊り

下げ訓練中にトリイ通信施設沖合１．３キロメートルの海上に戦車型標的を投下した。第１海兵航

空団は、乗組員の安全を確保するために意図的だったとは言うが、住民の命は危険にさらされてい

る。 

 よって、本町議会は町民の生命、財産、安全を守る立場から米軍及び関係当局に対し、厳重に抗

議するとともに、下記事項を速やかに実現するよう強く要請する。 

 

記 

 

１ 事故に関する正確、かつ迅速な情報提供を行い、その結果を速やかに公表させること。 

２ 事故の再発防止と具体的な解決策を日米両政府で早期作成、公表、実施すること。 

３ 全ての在沖米軍基地を整理縮小・撤去させること。 

４ 北谷町及び米軍基地所在自治体を含む沖縄県、日本政府、米国政府の三者による特別対策協議

会を早期に設置すること。 

５ 日米地位協定の抜本的な改定を早急に行うこと。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和２年３月３日 

 

沖縄県中頭郡北谷町議会 
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